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第３部　環境保全施策の展開

第１章　地球環境保全への貢献

１　“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画
と新たな地球温暖化対策実行計画の策定
地域からの地球温暖化対策を強力に推進するた
め、国における京都議定書の批准、新たな地球温
暖化対策推進大綱の策定などの動向を踏まえ、平
成１６年３月１９日に、「地球温暖化対策の推進に関
する法律」（平成１０年法律第１１７号。以下、「温対
法」という。）第２０条に基づく新たな地球温暖化対
策実行計画として「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ
推進計画」を策定しました。
この計画では、県内の温室効果ガス排出状況を

明らかにするとともに、「２０１０年（目標年）におけ
る県民１人当たりの温室効果ガス年間排出量を基
準年（１９９０年。代替フロン類については１９９５年。）
レベルから２．４％削減する」という目標を掲げ、地
球温暖化防止に県民運動として取り組む社会
「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ」の形成を目指し、
その実現に向けて、県民・事業者・行政の各主体
に求められる役割・責務や県の推進施策を示して
いました。
計画期間の終期である平成２２年度には、新たな

計画策定に向けて、専門委員会等を設置し、検討
を重ねましたが、平成２３年３月に発生した東日本
大震災（以下、「震災」という。）の影響により、
策定を延期しました。
しかし、地球温暖化対策は喫緊の課題であり、

震災復興を加味した本県独自の計画策定が必要と
の認識から、平成２６年１月に「宮城県地球温暖化
対策実行計画（区域施策編）」を策定しました。
新たな計画では、「２０２０年（目標年）における温

室効果ガス年間排出量を１，９６６万６千トンまで削
減し、基準年（２０１０年）レベルから３．４％削減する」
という目標を掲げ、復興への歩みとともに、宮城
県らしい低炭素化社会の実現に向けた将来像や県
民・事業者・行政の各主体に求められる役割、県

の推進施策について示しています。

２　宮城県地球温暖化防止活動推進員
県内各地域において、特に家庭を対象とした地

球温暖化対策に関する普及活動や調査・相談活動
を行うボランティア活動員として、温対法第２３条
に基づき、知事が委嘱しています。平成２５年度は
６５人の宮城県地球温暖化防止活動推進員が活動
（講演等を含めて５８８回）しました。推進員は、年
１回研修を受講し、活動に必要な知識や技術を習
得しています。

 

第３部　環境保全施策の展開

第１節　地域からの地球温暖化対策の推進

環境政策課
１　“脱・二酸化炭素”連邦みやぎの形成

▲地球温暖化防止活動推進員研修会の様子

図３－１－１－１　宮城県の温室効果ガス排出量
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第１章　地球環境保全への貢献

２　再生可能エネルギー等の導入促進・省エネルギーの促進

１　再エネ等・省エネ導入促進
①　宮城県再生可能エネルギー等・省エネルギー
促進審議会の設置、運営
「再生可能エネルギー等の導入促進及び省エネ
ルギーの促進に関する基本的な計画」について調
査審議するため、学識経験者等の２０人の委員で構
成される審議会を設置しています。
②　住宅用太陽光発電普及促進事業

太陽光発電は、発電の際に二酸化炭素を排出し
ないクリーンな電力であり、その推進は、地球温
暖化の防止や、低炭素社会の実現に繋がります。
また、東日本大震災をきっかけに、緊急時の電源
確保についての関心が高まっていますが、太陽光
発電の促進は、災害に強いまちづくりの一助にな
ります。
そこで、太陽光発電システムを設置する県民に

対して、導入費用の一部補助を実施しました。　

③　事業所での取組支援
県内事業者の省エネルギーの取組や再生可能エ

ネルギー等の導入を促進するため、事業所用の太
陽光発電設備や省エネルギー設備等の導入に対し
て助成を行いました。

④　公共インフラにおける省エネの推進

県で管理している国県道における道路照明灯に
ついて、従来の水銀灯から消費電力量が少ない省
エネルギー型に改修を行い、あわせて道の駅及び
簡易パーキング内に設置しているトイレの照明灯
についても、従来の蛍光灯から省エネルギー型に
改修を行っています。平成２５年度は全体で８８基を
改修し４１．６ｔの二酸化炭素の削減に取り組みまし
た。
⑤　バイオマスの利活用について
庁内に「宮城県バイオマス利活用推進委員会」

を設置して、「みやぎバイオマス利活用マスター
プラン」を制定し、地域・事業者等のバイオマス
利活用の積極的な取組に対する助言・指導や、バ
イオマスタウン構築の中心的役割を担う市町村と
の連携・協力により、一体的な取組に対する支援

再生可能エネルギー室

３　宮城県地球温暖化防止活動推進センター
温対法第２４条の規定により、平成１２年５月に公

益財団法人みやぎ・環境とくらし・ネットワーク
（ＭＥＬＯＮ）を宮城県地球温暖化防止活動推進セ
ンターに指定しています。センターは、地球温暖
化対策の普及や宮城県地球温暖化防止活動推進員
の支援を行っています。

４　「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議
「ダメだっちゃ温暖化」の標語を掲げた県民運動
を全県的に展開するため、県内の業界団体や消費
者団体、教育機関、市町村などをメンバーとする

「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議を平成２０年６
月から設置しています。
この県民会議は、温対法第２０条の４に基づく

「地方公共団体実行計画協議会」に位置付けられて
おり、平成２５年度は「宮城県地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）」の策定に関して、県民会議各
会員に対し、意見の照会を行いました。また、県
民会議による温暖化対策推進体制を見直すなど、
これまで以上に実効
性のある組織改編に
向けた検討を行いま
した。

公益財団法人みやぎ・環境とくらし・ネットワーク（MELON）
活動状況の詳細は、以下ホームページでご覧いただく
ことができます。
http://www.melon.or.jp/melon/index.htm

▲みやぎ温暖化対策　
　推進事業ロゴマーク

煙省エネルギー・コスト削減実践支援事業
県内事業所に省エネルギー設備を導入する事業者に

対して、費用の一部を補助するもの。（補助対象経費
の１／３又は１／２以内、上限５００万円）
実績：１５件
煙新エネルギー設備導入支援事業
県内事業所に太陽光発電をはじめとする新エネル

ギー設備を導入する事業者に対して、導入にかかる費
用の一部を補助するもの。（上限１，０００万円）
実績：１３件

○受付期間：平成２５年６月３日～平成２６年２月２８日
○補助金額：定額６万円
○交付件数：５，１６６件

環境政策課

環境政策課

道　路　課

農産園芸環境課
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第３部　環境保全施策の展開

を実施しています。
⑥　地域グリーンニューディ－ル基金を活用した
事業
地域における環境保全に関する取組を一層推進

するため、環境省において「平成２１年度地域環境
保全対策費等補助金」（いわゆる「平成２１年度地域
グリーンニューディール基金」）が創設されたこと
に伴い、県では平成２１年度に、地域環境保全特別
基金を造成しました。この基金を活用し、省エネ
ルギー設備などの補助事業を行ってきましたが、
平成２５年度は、トンネル照明灯の省エネ化を図る
ため、消費電力の高い照明灯からＬＥＤ照明灯へ
改修する工事を１件実施しました。
また、東日本大震災による被災地域の復旧・復

興や、原子力発電所の事故を契機とした電力需給
の逼迫の状況を踏まえ、環境省が平成２３年度に再
生可能エネルギー等の地域資源を活用した災害に
強い自立・分散型のエネルギーシステム導入等を
支援し、環境先進地域（エコタウン）の構築に資
する事業を実施するため、「平成２３年度地域環境
保全対策費補助金」（いわゆる「平成２３年度地域グ
リーンニューディール基金」）を制度化しました。
県では、この事業を活用して約１４０億円を地域環
境保全特別基金に積み増しし、地域防災拠点とな
る公共施設や民間施設に再生可能エネルギーを導
入する事業を実施しています。
平成２５年度は、前年度からの繰越し３４事業、現

年度１１２事業を実施し、災害時に防災拠点となる
県有の１施設、市町村所有の５４施設、一部事務組
合所有の３施設、民間の３施設に太陽光発電設備
等を導入しました。
 

⑦　クリーンエネルギー・省エネルギーに関連す
る新製品実用化に向けた支援
県内企業等がクリーンエネルギー・省エネル

ギー関連の新製品を開発する際に、効率的・効果
的な技術開発・商品開発等を促進し、宮城発のク
リーンエネルギー等関連製品の早期製品化を目指
すため、県が製品化に向けた支援を実施していま
す。
平成２５年度は、ＬＥＤ製品の高性能、長寿命化、

コストダウン化を図る「ハイパワーＬＥＤ用高耐
久蛍光体プレート」の開発や、貯湯タンクからな
る蓄熱ユニットにおいて「蓄熱利用システムの高
度化利用技術」の研究を行ないました。

 

新産業振興課

再生可能エネルギー室

※写真（県警察機動センター設置の太陽光発電設備）

▲開発されたハイパワーLED用高耐久性蛍光体プレート

▲現在開発中の蓄熱利用システムの高度化利用技術の研究
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第１章　地球環境保全への貢献

⑧　再生可能エネルギーを活用した地域づくり支
援事業
震災からの復興を契機として、新たな都市基盤

に再生可能エネルギーの活用を組み込んだまちづ
くりを積極的に推進する必要があります。
そのため、県では、宮城県震災復興計画の復興

のポイントに「再生可能エネルギーを活用したエ
コタウンの形成」を掲げ、それを実現させるため
に、関連する事項の検討業務を実施しました。
具体的には「屋根貸し」による災害公営住宅へ

の太陽光発電設備の導入可能性と、新たなまちづ
くりを行う上での再生可能エネルギー等の導入手
法やイメージについて委託により調査・検討を実
施しました。
また、再生可能エネルギー等を活用した地域づ

くりのモデルを形成するため、「再生可能エネル
ギー活用モデル型」と「地域内エネルギーマネジ
メント導入モデル型」の地域づくりの実現可能性
調査をそれぞれ１件づつ委託により実施しまし
た。
⑨　ＥＳＣＯ事業
「自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進に関する基本的な計画」及び「宮城県
環境保全率先実行計画」に基づき、平成１９年２月
に「宮城県ＥＳＣＯ事業導入基本方針」を策定し、
二酸化炭素削減効果の高い施設から順次ＥＳＣＯ
事業を導入して省エネルギーを推進することとし
ました。
ＥＳＣＯ事業導入効果の高い①宮城県立がんセ

ンター（平成１９年度）、②東北歴史博物館（平成２０
年度）及び③宮城県図書館（平成２１年度）に順次
導入しましたが、他の県有施設は既に省エネル
ギー化が進んでいる等、その効果が期待できない
ことからＥＳＣＯ事業の新たな施設への導入を見
合わせています。
しかし、既に導入されている３施設における平

成２５年度のＥＳＣＯ事業実績は、事業導入前と比
較すると、省エネルギー率、二酸化炭素削減率と
もに一定の効果がありました。

▼表３－１－１－１　ＥＳＣＯ事業実績

平成２５年度実績
CO２削減率省エネルギー率

３３．６％２０．１％がんセンター
２６．５％２８．２％東北歴史博物館
２８．１％２９．３％図書館

▲図３－１－１－３　国内クレジット制度概要

国内クレジット制度
中小企業等

・大企業等の支援により、
排出を削減

国内クレジット認証委員会
・排出削減量の認証

大企業
・中小企業等に
資金・技術を提供

自主行動計画の
目標達成に活用

技術・資金

国内
クレジット

国内クレジット

▲図３－１－１－２　ＥＳＣＯ事業のイメージ

ESCO事業実施前ESCO事業実施前 契約期間終了後ESCO事業実施後
（複数年契約）

光熱水費支出

光熱水費支出 光熱水費支出

依頼者の利益

依頼者の利益
ＥＳＣＯ事業者の
経費・利益
金　利

初期投資
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※ＥＳＣＯ事業者が省エネ診断などの
　包括的なサービスを提供

※ＥＳＣＯ事業者が
　省エネ効果を保証

※光熱水費の削減分から、
　ＥＳＣＯサービス料として事業費等を分割支払い

再生可能エネルギー室

環境政策課
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第３部　環境保全施策の展開

３　二酸化炭素吸収源対策

１　二酸化炭素吸収源としての森林
①　森林の適切な保全・管理
森林は､その生長過程で、地球温暖化の原因と

される二酸化炭素を光合成により吸収し、幹や枝
等に炭素として貯蔵します。森林の生長を促し適
正に利用する林業は、地球温暖化の防止や循環型
社会の構築に寄与しています。
県では、適切な森林整備に必要な間伐を推進す

るため、間伐対象地の集約化や間伐材の搬出に不
可欠な作業路の開設、高性能林業機械の導入な
ど、効率的な森林施業の普及に努めています。

②　健全な森林の整備
二酸化炭素を長期にわたり持続的かつ安定的に

吸収・固定する森林へ誘導するため、間伐の積極
的な実施や間伐を効率的に実施するための作業道
の開設促進に努めました。また、伐採跡地等への
植林を促進し、二酸化炭素吸収源となる森林造成
に努めました。
ア　温暖化防止間伐推進事業
森林の有する二酸化炭素吸収機能を十分に発揮

させるためには、健全な育成を促す間伐が不可欠
ですが、林業を取り巻く情勢は厳しく、森林への
経費投入が敬遠され、手入れ不足の森林が増加し
ています。京都議定書のルールでは、適切な森林
経営が行われている森林の吸収量のみを削減量と
して算入対象としているため、特に二酸化炭素の
吸収量が多いとされている若齢林や、生育条件が
悪く間伐木の搬出・利用ができない壮齢林の間伐
について支援するとともに、間伐を効率的に実施
するための作業道の開設に対して支援し、二酸化

炭素吸収量の増加に向けた森林の機能の向上を図
りました。
イ　新しい植林対策事業
長期にわたる木材価格の低迷等で伐採後も植林

されない放棄地が県内でも増加しています。この
ため、森林所有者の負担を軽減する低コストの植
林技術の導入や、近年関心が高まっている花粉の
少ないスギの植栽等を推進しており、コンテナ苗
を使用した低コスト技術による植栽や低花粉スギ
苗の植栽に支援しました。また、宮城県林業技術
総合センターにおいて、海岸防災林復旧に使用す
る苗木や低花粉スギ苗の増産のため、苗木供給体
制の整備を行いました。
ウ　環境林型県有林造成事業
県行造林地は、県以外の森林所有者の所有地に

地上権を設定し、県が管理している森林ですが、
地上権設定契約が満了し、伐採地の更新が困難と
なっている林地を県が引き続き公的森林として整
備し、二酸化炭素の吸収をはじめ、生物多様性の
保全など、多面的機能が強化された「次世代へと
繋がるみやぎの豊かな森林」を造成しました。

２　木材の有効利用の促進
木材は、他の資材に比べ加工に必要なエネル

ギーが少ないなど環境にやさしい資材であり、公
共建築物や住宅等に利用することで、森林が吸収
した炭素をさらに長く貯蔵することができます。
戦後植栽された人工林の多くが利用期を迎える

中、森林の持つ多様な機能を維持しつつ、積極的
に木材を利用していくことが重要となっています。
県では、公共建築物等木材利用促進法に基づい

て、平成２３年１０月に「宮城県の公共建築物におけ
る木材利用の促進に関する方針」を制定するとと
もに「みやぎ材利用拡大行動計画」（平成１９年１月）
を平成２４年３月に改定し、公共施設や公共事業等
における県産材製品の利用推進に取り組んでいま
す。
また、関係団体や企業と連携し、県産材を活用

した建築資材等の開発や木材に関する情報提供、
木づかい運動等の普及活動を行っています。
ア　県産材利用エコ住宅普及促進事業
県産材を利用した木造住宅を普及するため、優

良みやぎ材などの県産材を一定量以上使用した新
築の一戸建て木造住宅の建築主に対し、費用の一

森林整備課

林業振興課

▲間伐が行われ適切に経営されている森林

林業振興課
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第１章　地球環境保全への貢献

部を支援しました。
今後も地球温暖化の防止や森林整備の促進、健

康で快適な住まいづくりなどに寄与する木材の利
用を拡大するため、木造住宅の普及を行います。

イ　木の香る公共建築・おもてなし普及促進事業
多くの県民が目にする公共施設等における県産

材の利用拡大を図るため、施設の木造化や木製品
の導入を支援しました。

３　森林吸収オフセットの推進

森林整備による二酸化炭素吸収量をクレジット
として可視化し、森林整備と二酸化炭素削減を社
会全体で支える仕組みづくりを普及するため、平
成２３年度から県営林を活用したオフセット・クレ
ジットの取得と流通環境の整備を進めています。
平成２５年度は６４ｔ−CO2のクレジットを販売する
とともに、県内でオフセット事業に取り組む３団
体と連携し、制度の普及啓発活動を行いました。
 

４　みやぎ版住宅制度の推進
地元の木材をふんだんに使い、地元の工務店と

一緒につくり上げていく、安全で安心な家づくり
「みやぎ版住宅」制度を進めています。
木材を住宅資材として利用し、また住み続ける

限り、空気中に二酸化炭素として戻ることはあり
ません。また、木材を伐採した後に新たな植林を
進めることで、森林資源の循環的利用が図られま
す。

住　宅　課

▲カーボン・オフセットのイメージ

▲森林資源の有効活用と循環利用（「みやぎ材利用拡大行
動計画」より抜粋）

▲県産材を使用した木造公共施設

▲みやぎ版住宅の実例

※補助内容の詳細については、林業振興課のホームペー
ジにてご覧いただくことができます。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/ringyo-sk/ 
ekojyuutaku-top.html）
また、環境政策課ホームページ内の「平成２６年版宮城県
環境白書＜資料編＞」の表３−５−３−１にも補助内容を記
載しています。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/ 
hakusyofram.html）

林業振興課
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第３部　環境保全施策の展開

第２節　オゾン層保護対策の推進

フロン類は、大気中に放出されると地球温暖化
の原因となるばかりでなく、オゾン層破壊の原因
となります。洗浄用に使われるCFC−１１３及び冷
媒用に使われるCFC−１２等の特定フロンは、「特
定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法
律」（昭和６３年法律第５３号。「オゾン層保護法」と
いう。）に基づき、平成８年に全廃措置が執られて
いますが、CFC−１２は、現在使用されている冷蔵
庫やカーエアコンなどに冷媒としてストックされ
ていることから、大気中への放出をいかに防止す
るかが課題となっています。
オゾン層破壊が進んでいるかどうかは、オゾン

ホールの大きさや地上に到達する紫外線の量など
でとらえることができますが、これは地球規模に
おいて意味のある指標です。本県においては、そ
の原因となるフロン等の物質の排出量を指標化

環境政策課

「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実
施の確保等に関する法律」（平成１３年法律第６４号。
以下、「フロン回収・破壊法」という。）に基づき、
業務用冷凍空調機器（第一種）及びカーエアコン
（第二種）からの冷媒フロン類の回収・破壊の法的
枠組みが整備されています。平成１９年１０月から
は、３割程度にとどまっているフロン類の回収率
を向上させるため、「改正フロン回収・破壊法」が
施行されています。また、平成１７年１月からは、
「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（平成
１４年法律第８７号。「自動車リサイクル法」という。）
が施行され、カーエアコンに関するフロン類の回
収・破壊は使用済み自動車のリサイクル制度の中
で一体的に処理されています。
県は、フロン回収・破壊法に基づき、特定製品

からのフロン回収を行う業者の登録を行ってお
り、平成２５年度末現在で、第一種フロン類回収事
業者が４８６事業者、第二種フロン類回収事業者が
０事業者となっています。
平成２５年度に集計した平成２４年度の県内におけ

るフロン類の回収量は、第一種で計７７，４８９㎏であ
り、破壊量は６１，８２７㎏でした。

昨年度と比較し、回収量及び破壊量が減少した
要因として、東日本大震災による業務用冷凍機器
の被災後の修理あるいは整備の需用が減少したこ
とが挙げられます。
また、平成２５年度は、フロン回収業者への立入

検査を２件実施しました。
さらに、フロン類の排出防止、回収促進を図る

ため、（一社）宮城県フロン回収事業協会などが中
心となり、フロン類の二酸化炭素換算量を表示す
る「フロン類の見える化」といった取組を行って
います。

２　特定製品からのフロン類の回収促進

１　オゾン層破壊負荷の現状

環境政策課

し、特定フロンを大気中への放出段階でとらえた
「オゾン層破壊負荷指標」により算定しています。

▼表３－１－２－１　オゾン層破壊負荷指標値の推移

ＣＦＣ－１１３ＣＦＣ－１２指標値年度
１９１１３７２９０平成２年※１

１１０１４９２３７平成６年※１

０６７６７平成１３年※２

０４６４６平成１４年※２

０４２４２平成１５年※２

０３１３１平成１６年※２

０２０２０平成１７年※２

０１７１７平成１８年※２

０１４１４平成１９年※２

０１４１４平成２０年※２

０１２１２平成２１年※２

０１８１８平成２２年※２

０１８１８平成２３年※２

０１６１６平成２４年※２

オゾン層破壊負荷指標＝オゾン層破壊ガスごとの（排出量（ｔ）×オゾン層破壊係数）
の総和
　○　オゾン層破壊ガスとして、CFC−１２とCFC−１１３を対象とした。
　○　オゾン層破壊係数は、CFC−１２を１、CFC−１１３を０．８とした。
※１　排出量実態調査（事業者アンケート）による算出
※２　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」
による排出量の推計値（環境省・経済産業省）を参考に算出

▲図３－１－２－１　宮城県内の第一種フロン類回収量の推移
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第１章　地球環境保全への貢献

宮城県と友好県省に関する議定書を取り交わし
ている中国吉林省の中西部には、過去の天然林伐
採、開墾等の人為的影響によって、砂地化、砂漠
化の問題が深刻化している地域があります。宮城
県日中友好協会では、日中緑化交流基金（小渕総
理大臣が平成８年７月の訪中の際に提案）による
助成を受け、中国吉林省林業庁をカウンターパー
ト（受け入れ対応機関）として、友好県省締結１５
周年に当たる平成１５年度から砂漠化防止植林事業

を実施しています。
県は、宮城県日中友好協会の依頼を受け、毎年

林業技術者を派遣し、植栽されたポプラ等の生育
状況について調査を行うとともに、技術指導等を
行ってきました。平成２５年度も、吉林省で実施さ
れた植林事業に対し、前年度に引き続き技術者を
派遣し、１００haの植林地について、調査、技術指導
を行いました。

第３節　国際的な環境協力等の推進

森林整備課
１　世界の森林保全対策の推進

―中国吉林省における植林事業に対する支援―

▼表３－１－３－１　植林事業実績

備　　　考樹　　　　　種　
植栽本数面　　積
（本）（ha）

棟南市ポプラ２３４，６６６９２．２平成１５年度植栽

棟南市ポプラ、山杏、雲杉、垂れ柳、ライラック、
ハマナス１６６，７００１０９平成１６年度植栽

棟南市ポプラ、山杏、桑３６１，８６７１０８平成１７年度植栽
松原市ポプラ、障子松１８３，４００１００平成１８年度植栽
松原市ポプラ、障子松１８３，４００１００平成１９年度植栽
松原市ポプラ、障子松１８３，４００１００平成２０年度植栽
双遼市ポプラ２００，０００１０４平成２１年度植栽
双遼市ポプラ１８３，０００１００平成２２年度植栽
双遼市ポプラ３１６，０００１００平成２３年度植栽
九台市ポプラ、障子松３３３，０００１００平成２４年度植栽
九台市障子松３３３，０００１００平成２５年度植栽

▲植栽地調査の状況 ▲植栽木の状況




